
物価高騰に伴う給付金・定額減税一体支援
（新たな非課税等に要する経費）

物価高騰に伴う給付金・定額減税一体支援
（定額減税・調整給付に要する経費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯　804世帯×100千円、令和６年度非課税化世帯　377世帯×100千円、令和
６年度均等割のみ課税化世帯　256世帯×100千円、子ども加算　600人×50千円、定額減税を補足する給付
の対象者　11,681人　(268,750千円）　　のうちR６計画分
事務費　9786千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託料　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,437世帯）、定額減税を補足する給付の対象者数（11,681人）

令和６年４月 令和７年３月 327,236 327,236         

R6物価高騰対策事業
（第二子以降に対する学校給食費無償化）

①エネルギー・食料品等の物価高騰による小中義務教育学校の保護者の負担軽減を図るため、第二子以降
の学校給食費（教職員分を除く）を臨時的に無料化する。
②公立の小中義務教育学校に通う第二子以降の学校給食費（教職員分を除く）
③給食費4,600円×児童・生徒719人×11か月≒36,378千円
④市民（小中義務教育学校に通う児童・生徒の保護者）

令和６年４月 令和７年３月 36,378 36,000          

R6物価高騰に伴う子育て世帯支援
（新入生ランドセル給付）

①エネルギー・食料品等の物価高騰による小学校1年生を迎える保護者の負担軽減を図るため、新入生用
のランドセル又はリュックサックを給付する。
②ランドセル又はリュックサック購入費
③（ランドセル費用）税込24,970円×233人＝5,818,010円、（リュックサック費用）税込9,900円×4人＝39,600円
…　合計5,857,610円
④市民（小学校1年生を迎える保護者）

令和６年４月 令和７年３月 5,857            5,857            

R6保育士確保緊急対策補助金（民間保育所）

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み保育士等の確保対策を実施す
る市内の民間保育所等に対し、人件費の上乗せに係る経費の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×35人
④市内民間保育所

令和６年４月 令和７年３月 6,300            6,200            

R6保育士確保緊急対策補助金（認定こども園）

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み保育士等の確保対策を実施す
る市内の認定こども園に対し、人件費の上乗せに係る経費の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×33.25人
④市内認定こども園

令和６年４月 令和７年３月 5,985            5,900            

R6保育士確保緊急対策補助金（地域型保育）

➀物価高騰・賃上げにより、保育士等の確保が困難となっている状況に鑑み保育士等の確保対策を実施す
る市内の地域型保育事業を行う事業者に対し、人件費の上乗せに係る経費の補助を行う。
②常勤保育士等の雇用に要する人件費の上乗せに係る経費
③15,000円（月額上限額）×12か月×4人
④市内地域型保育事業者

令和６年４月 令和７年３月 720               700               
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